
伊勢原市便利で暮らしやすいまちの実現
平成23年度 ～ 平成27年度 （5年間） 神奈川県伊勢原市

①下水道（汚水）整備済み面積を９５２ｈａ（H23）から１０１０ｈａ（H27）に増加させる。
②処理場・ポンプ場の地震対策実施率を０％（H23）から１４．３％（H27）に増加させる。
③処理場・ポンプ場における長寿命化計画策定率を０％（H23）から５０％（H27）に増加させる。
④管渠における長寿命化計画策定率を０％（H23）から５７．９％（H27）に増加させる。
⑤下水道による都市浸水対策達成率を２５．２％（H23）から２８．７％（H27）に増加させる。
⑥重要な管渠の地震対策実施率を１７．３％（H23）から３１．２％（H27）に増加させる。

（H23当初） （H25末） （H27末）

①下水道（汚水）整備
下水道（汚水）整備済み面積（ｈａ）

②処理場・ポンプ場の地震対策実施率
地震対策完了済み施設数（箇所）／地震対策を実施すべき施設数（箇所）

③処理場・ポンプ場における長寿命化計画策定率
長寿命化計画策定済みの処理場・ポンプ場数（箇所）／長寿命化計画を策定すべき処理場・ポンプ場数（箇所）

④管渠における長寿命化計画策定率
長寿命化計画策定済み管渠区域面積（ｈａ）／長寿命化計画を策定すべき管渠区域面積（ｈａ）

⑤下水道による都市浸水対策達成率
浸水対策完了済み面積（ｈａ）／浸水対策を実施すべき面積（ｈａ）

⑥重要な管渠の地震対策実施率

社会資本総合整備計画 平成27年3月23日
計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

下水道整備を推進し、豪雨の災害に強く、安全・安心で良好な水環境の形成を目指す。

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

0.0% 0.0% 14.3%

952ha 983ha 1010ha

25.2% 28.6% 28.7%

0.0% 50.0% 50.0%

0.0% 0.0% 57.9%

重要な管渠のうち、耐震化または減災対策が行われている延長（ｋｍ）/重要な管渠の延長（ｋｍ） 17.3% 18.3% 31.2%

百万円 Ｃ 106百万円
効果促進事業費の割合

2.9%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
3,599百万円 Ａ 3,493百万円 Ｂ



A１ 下水道事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H23 H24 H25 H26 H27

東部処理区

A1-1-1 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 第２４分区下糟屋地区（未普及対策） 汚水管 φ200mm L=3,000m 伊勢原市 396

A1-1-3 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 雨水 新設 歌川第７排水区（浸水対策） 伊勢原市 51

A1-1-4 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 汚水管 φ200mm L=450m 伊勢原市 33

A1-1-5 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 雨水 全種 浸水シミュレーション 内水ハザードマップ作成 伊勢原市 30

A1-1-6 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 雨水 新設 歌川第９排水区（浸水対策） 水路 L=150m 伊勢原市 60

A1-1-7 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 改築 第２４－６幹線（地震対策） 汚水管 φ=700mm L=1,400m 伊勢原市 6 総合地震対策

中央・西部処理区

A1-2-1 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 増設 伊勢原終末処理場 伊勢原市 9

A1-2-2 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 改築 伊勢原終末処理場 伊勢原市 200

A1-2-3 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 改築 伊勢原終末処理場 伊勢原市 12

A1-2-4 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 改築 伊勢原終末処理場 伊勢原市 254

A1-2-6 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原終末処理場 伊勢原市 42 長寿命化支援制度

A1-2-8 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 雨水 新設 渋田川第４幹線（浸水対策） 水路 L=390m 伊勢原市 117

A1-2-9 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原市 1,946

A1-2-10 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 汚水管 φ200mm L=1085m 伊勢原市 138

A1-2-11 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原市 90

A1-2-14 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原市 25

A1-2-15 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原市 48

A1-2-16 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 伊勢原市 36

合計 3,493
Ｂ 関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計 0

番号 備考

Ｃ 効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

中央・西部処理区

C1-2-１ 下水道 一般 伊勢原市 直接 － 汚水 新設 第４分区田中地区枝線整備（未普及対策） 汚水管φ200mm L=931m 伊勢原市 106

合計 106

番号 備考

C1-2-１ 基幹事業である幹線と接続した枝線整備を一体的に行うことにより普及促進を図る。

マンホールポンプ設置、水路 L=150m

第２４分区高森・石田地区ほか（未普及対策）

汚泥処理施設(汚泥搬出棟建具 1箇所)

水処理施設 建築、機械・電気設備

汚泥処理施設 建築

監視制御設備

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費

（百万円）

第２分区伊勢原・桜台地区ほか（未普及対策） 汚水管 φ200mm L=150m

第３分区板戸地区ほか（未普及対策） 汚水管 φ200mm L=500m

第６分区串橋・神戸地区ほか（未普及対策） 汚水管 φ200mm L=400m

長寿命化計画策定

第４分区田中・伊勢原地区ほか（未普及対策） 汚水管 φ800mm L=3,000m φ200～700mm L=8,500m

第５分区沼目・桜台地区ほか（未普及対策）

第１分区桜台・東大竹地区ほか（未普及対策） 汚水管 φ200mm L=730m

事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）工種

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

全体事業費

（百万円）工種

一体的に実施することにより期待される効果



計画等の名称 伊勢原市安全で災害に強いまちの実現（防災・安全）

備考

A'1-1-2 下水道 伊勢原市 石田・高森地区（長寿命化対策） 伊勢原市 11 防災・安全移行先

A'1-1-7 下水道 伊勢原市 第２４－６幹線（地震対策） 伊勢原市 421 防災・安全移行先

A'1-1-8 下水道 伊勢原市 ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚｼｽﾃﾑ（地震対策） 伊勢原市 5 防災・安全移行先

A'1-1-9 下水道 伊勢原市 伊勢原市 4 防災・安全移行先

A'1-1-10 下水道 伊勢原市 伊勢原市 30 防災・安全移行先

A'1-1-11 下水道 伊勢原市 伊勢原市 53 防災・安全移行先

A'1-1-12 下水道 伊勢原市 伊勢原市 17 追加

A'1-2-5 下水道 伊勢原市 伊勢原市 88 防災・安全移行先

A'1-2-7 下水道 伊勢原市 伊勢原市 5 防災・安全移行先

A'1-2-12 下水道 伊勢原市 伊勢原市 20 防災・安全移行先

A'1-2-13 下水道 伊勢原市 伊勢原市 14 防災・安全移行先

A'1-2-17 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（地震対策） 伊勢原市 11 防災・安全移行先

A'1-2-18 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（地震対策） 伊勢原市 16 防災・安全移行先

A'1-2-19 下水道 伊勢原市 伊勢原市 21 防災・安全移行先

A'1-2-20 下水道 伊勢原市 伊勢原市 11 防災・安全移行先

A'1-2-21 下水道 伊勢原市 伊勢原市 412 防災・安全移行先

A'1-2-22 下水道 伊勢原市 伊勢原市 63 防災・安全移行先

A'1-2-23 下水道 伊勢原市 伊勢原市 30 防災・安全移行先

A'1-2-24 下水道 伊勢原市 東大竹ポンプ場 （地震対策） 伊勢原市 22 防災・安全移行先

A'1-2-25 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（長寿命化対策） 伊勢原市 2 防災・安全移行先

A'1-2-26 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（長寿命化対策） 伊勢原市 108 防災・安全移行先

A'1-2-27 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（長寿命化対策） 伊勢原市 16 防災・安全移行先

A'1-2-28 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（長寿命化対策） 伊勢原市 506 防災・安全移行先

A'1-2-29 下水道 伊勢原市 伊勢原終末処理場（長寿命化対策） 伊勢原市 375 防災・安全移行先

A'1-2-30 下水道 伊勢原市 東大竹ポンプ場 （長寿命化対策） 伊勢原市 13 防災・安全移行先

合計 2,274

交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

市町村名
全体事業費

（百万円）

マンホールトイレシステム枝線の耐震化（地震対策）

緊急輸送路等耐震化（地震対策）

下落合第１・第２ポンプ場（長寿命化対策）

下落合第１・第２ポンプ場（地震対策）

その他関連する事業

事業種別
交付
対象

要素となる事業名
（事業箇所）

汚水主要第２幹線ネットワーク化（地震対策）

汚水第２分区第１幹線（地震対策）

緊急輸送路等耐震化（地震対策）

伊勢原終末処理場（地震対策）

鈴川地区（長寿命化対策）

汚水主要第１幹線（地震対策）

マンホールトイレシステム(地震対策）

マンホールトイレシステム枝線の耐震化（地震対策）

汚水主要第２幹線・第１分区第３幹線（地震対策）

事業種別 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）
事業内容

百万円 （C+C')/((A+A')+(B+B')+(C+C')) 1.8%

市町村名
全体事業費

（百万円）

Ａ’ 2,274百万円 Ｂ’ 百万円 Ｃ’



（参考図面）社会資本整備総合交付金

計画の名称 伊勢原市便利で暮らしやすいまちの実現

計画の期間 平成23年度 ～ 平成27年度 （5年間） 神奈川県伊勢原市

国道２７１号

渋田川

東大竹ポンプ場

交付対象

東名高速道路
国道２４６号

小田急小田原線

東部処理区

行政区域

下水道法による事業計画区域

（整備予定区域）

市街地

既設幹線

処理場

ポンプ場

枝線整備

凡例

新設 （赤）

増設 （青）

改築 （緑）

整備予定箇所の色分

歌川

流域下水道へ

下落合第1ポンプ場

下落合第２ポンプ場

東部処理区

中央・西部処理区

A1-1-1 第２４分区下糟屋地区（未普及対策）
A1-1-3 歌川第７排水区（浸水対策）
A1-1-4 第２４分区高森・石田地区ほか（未普及対策）
A1-1-5 浸水シミュレーション
A1-1-6 歌川第９排水区（浸水対策）

A1-2-8 渋田川第４幹線（浸水対策）
A1-2-9 第４分区田中・伊勢原地区ほか（未普及対策）
A1-2-10 第５分区沼目・桜台地区ほか（未普及対策）
A1-2-11 第１分区桜台・東大竹地区ほか（未普及対策）
A1-2-14 第２分区伊勢原・桜台地区ほか（未普及対策）
A1-2-15 第３分区板戸地区ほか（未普及対策）
A1-2-16 第６分区串橋・神戸地区ほか（未普及対策）
C1-2-１ 第４分区田中地区枝線整備（未普及対策）

A1-2-1 伊勢原終末処理場
A1-2-2 伊勢原終末処理場
A1-2-3 伊勢原終末処理場
A1-2-4 伊勢原終末処理場



計画の名称：伊勢原市便利で暮らしやすいまちの実現

事業主体名： 神奈川県伊勢原市

チェック欄

①上位計画等との整合性

１）上位計画等と整合性が確保されている。 ○

②地域の課題への対応（地域の課題と整備計画の目標の整合性）

１）地域の課題を踏まえてまちづくりの目標が設定されている。 ○

２）まちづくりの必要性という観点から地区の位置づけが高い ○

①整備計画の目標と定量的指標の整合性

１）目標と指標・数値目標の整合性が確保されている。 ○

②定量的指標の明瞭性

１）指標・数値目標と事業内容の整合性が確保されている。 ○

２）指標・数値目標が市民にとって分かりやすいものとなっている。 ○

③目標と事業内容の整合性

１）目標及び事業内容と計画区域との整合性が確保されている。 ○

④事業の効果（要素事業の相乗効果等）の見込みの妥当性

１）十分な事業効果が確認されている。 ○

①円滑な事業執行の環境（事業熟度、住民等の合意形成等を踏まえた事業実施の
確実性）

１）計画の具体性など、事業の塾度が高い。 ○

②地元の機運（住民、民間等の活動・関連事業との連携等による事業効果発現の確
実性）

１）継続的なまちづくりの展開が見込まれる。 ○

社会資本整備総合交付金チェックシート

Ⅰ．目標の妥当性

Ⅱ．計画の効果・効率性

Ⅲ．計画の実現可能性


